業務委託契約書

株式会社とくらや（以下「甲」という）と　　　　　　　　　　（以下「乙」という）は、業務委託契約（以下「本契約」という）を次のとおり締結する。

（委託業務）
甲は乙に対し以下の業務（以下「本業務」という）を委託し、乙はこれを受託する。
(1) ブランド品（アパレル・バッグ・時計・ジュエリー等）の査定・相場調査
(2) オークション・業者間市場・買取チャネル等での仕入れ代行
(3) 真贋確認、状態チェック、社内在庫管理システムへの登録
(4) 仕入商品の報告・仕入原価の精算・交渉記録の作成
(5) その他、甲が必要と認めるバイヤー関連業務
(6) ブランド品の出品情報の入力・更新・管理業務（EC・オークション等）
(7) 販売商品の受注処理、発送手配、ラベル作成、発送状況の管理
(8) 在庫管理・検品・パッキング・出荷スケジュール管理業務
(9) お客様からの問い合わせ対応・トラブル対応支援（チャット・メール等）
(10) その他、甲が指定する付随業務（データ集計・レポート補助等）

(業務遂行上の義務)
1. 乙は、本契約に定められた各条項及び適用される法令を遵守し、善良なる管理者の注意義務に従い本業務を履行する。
2. 乙は、本件業務を自己の責任において誠実かつ適正に遂行し、仕入れに際しては十分な真贋確認を行わなければならない。
3. 乙は、業務遂行上不正、事故、損害の発生を知った場合は、直ちに甲に報告し、甲の指示に従い適切な対応を取らなければならない。
4. 甲は、乙に対して、本業務に必要な情報を提供する等、本業務の円滑な履行に協力する。

（委託料）
1. 甲は、乙に対し、本業務の対価として委託料を支払う。
2. 甲及び乙は、前項に定める委託料について別途協議し定めるものとする。
3. 甲は、本条第1項に定める委託料を、当月末締め翌月25日に、乙の指定する銀行口座に振り込む方法によって支払う。振込手数料が発生する場合、その手数料は、甲の負担とする。

（契約期間・契約更新）
1. 契約期間は、202___年___月___日から202___年___月___日までとする。
2. 契約期間満了日の1ヶ月前までに、甲乙いずれからも何ら申し出のないときは、本契約と同一の条件でさらに1年間更新するものとし、以後同様とする。
3. いずれかの当事者から解約申出がなされた場合、本件契約は解約申出から___か月後に終了する。
4. 本契約の終了にかかわらず、第8条の規定は、契約終了日から2年間存続するものとする。

（費用の負担）
本業務の履行に必要な器具・設備、及び発生する費用は乙が負担する。

（再委託の制限）
乙は、甲の事前の書面による承諾を得ずに、本業務の全部又は一部を第三者へ再委託してはならない。 
1. 前項の事前の書面による承諾に基づき本業務を再委託する場合には、乙は自己が負う義務と同等の義務を再委託先に対して書面にて課すとともに、甲に対して再委託先に当該義務を課した旨を書面により報告し、かつ乙は当該秘密情報の開示に伴う責任を負うものとする。 
2. 前項に加え、乙は再委託先から次の各号の承諾を得なければならない。また、乙は、当該承諾を得た旨を甲に書面で報告する。 
(1) 事故発生時には直ちに甲に対しても通知すること 
(2) 事故再発防止策を協議する際には甲の参加も認めること 
(3) 再委託先における秘密情報の具体的管理状況の報告は、甲の閲覧も認めること
3. 乙は、再委託先が本契約の各条項を遵守するよう管理監督するとともに、それらの業務の実施に係る一切の行為に関して、乙が為したものとして、甲に対し一切の責任を負う。

　　（権利帰属）　
乙が本業務遂行により作成又は取得したデータ、記録、報告書、顧客情報等一切の成果物の所有権及び知的財産権は全て甲に帰属する。

（損害賠償）
1. 乙は、善良な管理者の注意義務をもって真贋確認及び査定を行うものとし、故意又は重大な過失により不良品または偽物を仕入れ、甲に損害が生じた場合には、その損害を賠償する責任を負う。
2. 前項の規定にかかわらず、通常の査定業務における軽微な過失による真贋ミスについては、原則として甲がその責任を負うものとする。ただし、乙が同一又は類似のミスを再三繰り返し、甲からの指導・改善要求に従わない場合には、甲は乙に対し、当該ミスにより生じた損害の全部又は一部の賠償を請求できるものとする。
3. 甲は、前各項に基づく損害が発生した場合、乙に支払うべき報酬その他一切の金銭から当該損害相当額を控除又は相殺することができる。
4. 乙は、不正行為により取得した利益がある場合、甲の請求により直ちに全額を返還しなければならない。
5. 甲が乙に対して損害賠償を請求する場合、その金額及び支払方法については、甲乙協議の上これを定める。

（秘密保持） 
(1) 乙は、本契約の履行により生じる情報（例：甲より送信されるオークションURL、仕入リスト、LINE通話内容、商品真贋データ、相場表、仕入先情報、申請等に必要な個人情報、出品原稿、販売管理データ、顧客情報、発送記録、問い合わせ対応ログ、各種社内システム情報等、甲が、秘密である旨を明示して開示する情報及び本契約の履行により生じる情報）を秘密として取り扱い、甲の事前の書面による承諾なく第三者に開示又は漏洩してはならない。
2. 秘密情報のうち、甲が乙に秘密である旨を指定して開示する情報は、別紙に定めるものとする。なお、当該別紙は甲と乙とが協力し、常に最新の状態を保つべく適切に更新するものとする。
1. 前2項の規定は、次に定める情報については、適用しない。ただし、乙が、甲より、本契約締結に係る準備段階において本契約日より以前に受領した情報は、本条第1号に該当しないものとする。また、乙が書面によってその根拠を立証できる場合に限り、以下の情報は秘密情報の対象外とするものとする。
(1) 開示を受けたときに、既に乙が保有していた情報 
(2) 開示を受けたときに、既に公知となっている情報
(3) 開示を受けた後、乙が秘密保持義務を負うことなく、正当な権限を有する第三者から適法に取得した情報 
(4) 開示を受けた後、乙の責めに帰し得ない事由により公知となった情報 
(1) 乙が、甲から開示された情報によることなく、独自に開発・取得していた情報
3. 乙は、甲より開示された秘密情報の管理につき、乙が保有する他の情報や記録媒体等と明確に区別して適切に管理するとともに、以下の事項を遵守する。
(1) 秘密情報は本契約の目的の範囲内でのみ使用する。 
(2) 委託期間満了時又は本契約の解除時には、秘密情報が記録等された記録媒体又は物件 （甲より指導を受けて作成したSNSアカウント、SNSグループ、印刷物、複製物を含む。）を甲に返却した旨の誓約書を甲に提出する。
(3) 前号に関わらず、甲から返却又は廃棄を求められたときは、秘密情報（第二号に基づく複写物及び複製物を含む。）を甲に返却、又は自己で廃棄の上、甲に返却又は廃棄した旨の誓約書を甲に提出する。
(4) 前二号に定める場合において、秘密情報が自己の記録媒体又は物件に記録等されているときは、乙は、当該秘密情報を消去するとともに、消去した旨（自己の記録媒体等に秘密情報が記録等されていないときは、その旨）を、書面にて甲に報告する。 
4. 乙は、法令に基づき秘密情報の開示が義務づけられた場合には、事前に甲に通知し、開示につき甲の指示に従うものとする。ただし、乙は、 事前に書面による甲の承諾を得て開示した場合も、開示相手である第三者に対して、本契約と同等の秘密保持義務を負わせ、これを遵守させなければならない。
5. 甲及び乙の間で個人情報（個人情報の保護に関する法律第 2 条 1 項に定める情報をいう。以下同じ。）の開示があった場合は、当該個人情報を受領した当事者は、個人情報の保護に関する法律に従って適切に取り扱うものとする。
6. 乙が、本条規定の義務に違反して、秘密情報を第三者に開示又は漏洩し、甲に損害を与えた場合には、乙は、賠償金として5,000,000円を10日以内に支払うものとする。遅延発生時は、11日目以降より法定金利上限の金利が発生するものとする。

（中途解約）
1. 甲及び乙は、本契約を中途解約しようとするときは、中途解約権行使の2か月前までに相手方に書面により通知することで、本契約を中途解約できるものとする。
2. 前項の中途解約によって契約が終了した場合、当該中途解約の日が属する月に係る委託料は、日割計算（1円未満切り捨て）によって算出する。

（解除）
1. 甲又は乙が次の各号のいずれかに該当したときは、その相手方は、催告その他の手続を要することなく、直ちに本契約を解除することができる。
(1) 破産、特別清算、民事再生手続もしくは会社更生手続開始の申立を受け、又は自らこれらの一を申し立てたとき。
(2) 第三者より差押、仮差押、仮処分、強制執行もしくは競売申立て又は公租公課滞納処分を受けたとき。
(3) 監督官庁より営業の取消、停止等の処分を受けたとき。
(4) 解散、減資、営業の全部又は重要な一部の譲渡等の決議をしたとき。
(5) 自ら振出し、又は引き受けた手形、小切手が不渡り処分になる等、支払いが不能な状態になったとき。
(6) 相手方への連絡を1ヶ月以上とることができなくなったとき。
(7) 本契約の各条項に違反し、相手方に対して催告したにもかかわらず、14日以内に当該違反が是正されなかったとき。
(8) 相手方に重大な過失又は背信行為があったとき。(例：甲に対する虚偽報告、情報隠蔽等)
(9) その他、本契約を継続しがたい重大な事由が発生したとき。
2. 前項の場合、乙は、解除によって甲が被った損害の一切（間接損害、逸失利益、弁護士費用及び予見可能性の有無を問わず特別の事情による損害を含む。以下同じ。）を賠償する。

（契約終了後の処理）
本契約終了後、乙は、甲の指示に基づき、直ちに本業務に関するアカウント、資料等を甲に返還するものとする。

（競業避止義務）
乙は、本契約の有効期間中および契約終了後1年間、甲の事前の書面による承諾なく、以下の行為を行ってはならない。
	1.	自ら又は第三者をして、甲の事業と同一又は類似の事業（以下「競合事業」という。）を行うこと
	2.	競合事業を行う第三者と競合事業について提携すること
	3.	競合事業を行う事業者を設立し又は競合事業を行う事業者に出資すること

乙が前各号に違反した場合、甲に対し、甲が被った一切の損害について賠償する責任を負うものとする。

　　（引き抜き禁止）
乙は、本契約期間中及び契約終了後2年間、甲の役員、従業員、業務委託者その他甲と取引関係にある者を、自己又は第三者のために勧誘し、引き抜き又は雇用してはならない。
（顧客保護）
乙は、契約期間中および契約終了後、甲の顧客情報を利用し、甲の顧客を自己または第三者のために勧誘し、または取引関係を奪取する行為を行ってはならない。これに違反した場合、甲は乙に対し損害賠償を請求できるものとする。

（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、次の各号の事項を確約するものとし、当該確約に違反した場合、相手方は何らの催告を要さずに本契約を解除することができる。
(1) 自ら又は役員（取締役、執行役、執行役員、監査役又はこれらに準ずる者をいう）が暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（総称して「反社会的勢力」という）ではないこと
(2) 反社会的勢力と社会的に非難される関係を有していないこと
(3) 不当な要求行為をしないこと
2. 前項の解除は、解除した当事者による相手方に対する損害賠償を妨げない。ただし、解除された者は、相手方に対し一切の請求を行わない。

（権利義務の譲渡・移転禁止）
甲及び乙は、事前に相手方の書面による承諾を得た場合を除き、本契約に定める自らの権利又は義務を第三者に譲渡若しくは移転し、又は担保に供してはならない。

（合意管轄裁判所）
本契約に関する一切の争訟は、甲の本店所在地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（契約の変更）
本契約の修正・変更は、甲及び乙の書面による合意がない限り、効力を生じない。

　　（協議）
本契約に定めのない事項、又は本契約の解釈等に疑義が生じたときは、甲乙は誠意を持って協議し、円満に解決を図るものとする。
　
本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲及び乙は、各々署名押印又は記名押印の上、それぞれ各1通を保管する。なお、電子契約書ファイルを作成し、それぞれ電子署名を行うこともできる。この場合において、電子データである電子契約書ファイルを原本とし、同ファイルを印刷した文書はその写しとする。

日付


甲　
法人名：株式会社とくらや 

代表取締役 増澤勇気

電話番号：03-6825-0829

住所：港区西新橋2-15-17リッツ虎ノ門6B

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

乙　
氏名：

電話番号：

住所：
　　　　　　                                                                       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
